
第６９号議案 

   足立区に係る沿道地区計画の区域内における建築物の制限に関す 

る条例の一部を改正する条例 

 上記の議案を提出する。 

  平成１６年９月２１日 

            提出者 足立区長  鈴 木 恒 年 

 

   足立区に係る沿道地区計画の区域内における建築物の制限に関す 

る条例の一部を改正する条例 

足立区に係る沿道地区計画の区域内における建築物の制限に関する条 

例（昭和６２年足立区条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

 第３条第１項に次の１号を加える。 

 （３） 別表第２第３項に定める適用区域 風営法第２条第１項第５ 

号、第６号及び第８号に規定する風俗営業を営む建築物 

 第３条第２項中「風営法第２条第１項第５号、第６号及び第８号に規 

定する風俗営業を営む」を「次の各号に掲げる区分に従い、当該各号に 

定める」に改め、同項に次の各号を加える。 

 （１） 別表第３第１項に定める適用区域 風営法第２条第１項第５ 

号、第６号及び第８号に規定する風俗営業を営む建築物 

 （２） 別表第３第２項に定める適用区域 風営法第２条第１項第１ 

号から第６号まで及び第８号に規定する風俗営業を営む建築物 

 第３条第３項中「「風俗営業」」を「風俗営業」に、「「店舗型性風 

俗特殊営業」」を「店舗型性風俗特殊営業」に改める。 

 第８条の見出し中「敷地面積」を「建築物の敷地面積」に改め、同条 

第１項中「別表第３」を「別表第３第１項」に改め、同条第２項各号列 

記以外の部分中「前項」を「前２項」に、「同項の規定」を「これらの 

規定」に、「各号の一」を「各号のいずれか」に改め、同項各号中「前 

項」を「前２項」に、「同項の規定」を「これらの規定」に改め、同項 



を同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 建築物の敷地面積は、別表第２第３項及び別表第３第２項に定める 

適用区域にあつては８３．０平方メートル以上でなければならない。 

ただし、足立区細街路整備助成条例（昭和６０年足立区条例第３８号） 

に基づき指定された路線の拡幅若しくは築造により敷地面積が８３． 

０平方メートル未満となる場合又は区長が良好な居住環境を害するお 

それがないと認めて許可した場合は、この限りでない。 

 第９条第１項を次のように改める。 

  建築物の外壁又はこれに代わる柱の面から道路境界線までの距離の 

最低限度（以下「外壁の後退距離」という。）は、次の各号に掲げる 

区分に従い、当該各号に定める数値とする。 

 （１） 別表第２第１項及び第２項、別表第３第１項並びに別表第４ 

に定める適用区域 各沿道地区計画の計画図に示す壁面の位置 

の制限の数値 

 （２） 別表第２第３項及び別表第３第２項に定める適用区域 ０． 

６ｍ 

 第９条第２項各号列記以外の部分中「各号の一」を「各号のいずれか」 

に改め、同項第１号中「で構造上やむを得ないと区長が認めたもの」を 

削り、同条に次の１項を加える。 

３ 別表第２第３項及び別表第３第２項に定める適用区域においては、 

道路が交わる角敷地（隅角が１２０度以上の場合を除く。）は、敷地 

の隅を頂点とする長さ２メートルの底辺を有する二等辺三角形の部分 

には、建築物の外壁又はこれに代わる柱を建築してはならない。ただ 

し、当該部分の前面道路の路面の中心からの高さが４．５メートルを 

超える部分については、この限りでない。 

 第１４条第２項各号列記以外の部分中「各号の一」を「各号のいずれ 

か」に改める。 

 別表第１第１項中「平成１５年８月１５日足立区告示第３１６号」を 



「平成１６年６月２４日足立区告示第２４１号」に改め、同表第４項中 

「平成１４年２月６日足立区告示第５０号」を「平成１６年６月２４日 

足立区告示第２４２号」に改める。 

 別表第２第１項及び第２項中「平成１５年８月１５日足立区告示第３ 

１６号」を「平成１６年６月２４日足立区告示第２４１号」に改め、同 

表に次のように加える。 

３ 東京都市計画沿道地区計画国道４号Ａ地区（日光街道）沿道地区

 計画（平成１６年６月２４日足立区告示第２４１号）エの区域 

 別表第３第１項中「平成１４年２月６日足立区告示第５０号」を「平 

成１６年６月２４日足立区告示第２４２号」に改め、同表に次のように 

加える。 

２ 東京都市計画沿道地区計画足立区環状七号線Ｃ地区沿道地区計画

（平成１６年６月２４日足立区告示第２４２号）ウの区域 

   付 則 

 この条例は、平成１６年１１月１日から施行する。 

 

 （提案理由） 

 沿道地区計画区域内の建築物に係る制限を変更する必要があるので、 

この条例案を提出いたします。 

 


